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被災者生活再建支援法の改正を求める意見書 

 

１月１日に能登半島地域を襲った地震により、４月23日現在、災害関連死15名

を含む245名が死亡し、５県で11万8,029棟の住宅被害が確認された。被災地では

住宅再建の支援が急務となっている。 

被災者生活再建支援法における住宅が全壊した場合の住宅再建、購入に係る被

災者生活再建支援金の上限額は300万円である。この金額は2007年に法改正で定め

られたものである。しかし、昨年12月時点の建設資材価格は、2020年と比べて150％

も高騰している下で現行の支援金額では、被災者の住宅再建はますます困難にな

る。 

さらに支援金の対象は「全壊」及び「大規模半壊」に限られており、「半壊」や

「一部損壊」は対象外である。例えば、石川県内灘町では、震度５弱の揺れで 

1,500棟に上る家屋損壊が発生したが、多くは被災者生活再建支援金の支給対象外

である。そのため支援金の対象拡大を求める声は被災自治体の多くの住民から上

がっており、被災者の強い願いとなっている。 

さらに、全壊した場合の住宅再建や購入に対する支援金の抜本的な引上げや大

規模半壊に至らない半壊や一部損壊を支援対象に広げることが、被災者の住宅再

建に不可欠である。 

よって、国に対し、被災者生活再建支援法を改正し、支援額及び支援対象を拡

充することを強く求めるものである。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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